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アメリカにおける専門日本語教育は80年 代前半に始まり、日本経済の飛躍的発展や 日本の

科学技術に対するアメリカの危機感などを背景に、80年 代後半から90年 代初めにかけて大き

く進展 した。その大半はビジネス系と科学技術系の専門 日本語である。ビジネス系はこの時期、

国際ビジネスプログラムに 日本語を組み入れる動きが盛んになり、ビジネス日本語を通年コー

ス、或いは夏期集中講座 として開講 した り、日本の大学での専門コースや 日本での企業実習を

組み合わせるなどの手段も普及した。一方、科学技術系は90年 代前半に科学技術 日本語プロ

グラムの開設や同コースの開講が相次ぎ、遠隔教育、チームティーチング、国際協力など新 し

い試みも活発に行われた。また、こうした動 きを支援す る政府の強力な助成活動もこの時期に

起こった。 しかし、90年 代の半ばから後半には、長引く日本の不況 とアメリカの好況を反映

して、専門日本語教育は大幅に縮小される。しかし一方では、この時期から世界的な経済の国

際化が急速に進み、国際コミュニケーション能力を持つ職業人がますます求められ るようにな

って来た。21世 紀のアメリカの専門 日本語教育は、依然 日本の経済に左右 されるところが大

きいが、経済の国際化による需要が、日本経済とは独立に存在することを念頭におき、コス ト

パフォーマンスの向上と遠隔教育や教育資源共用のための有効な方策を求めてい く必要があ

る。
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1.は じめに

専門日本語教育の必要性が認識されてすでに久しく、

日本ではその実践が80年 代から活発化 した1)。諸外

国の中では、アメリカがこの方面の認識が最も早く、

実践も進んでいる。そこで本稿では、アメリカにおけ

る専門日本語教育の発祥から現在までを、時代背景 ・

学習者の動向 ・大学の対応 ・教育方法 ・政府助成等の

視点から概観 し、さらにその将来を展望してみる。

ところで本論に入る前に、何をもって専門日本語教

育を一般日本語教育と区別するかの問題と、この種の

日本語教育の現状把握の難 しさについて少し触れてお

きたい。まず、よく使われる 「ビジネス日本語」とい

う言葉であるが、こういう名称のコースを出していれ

ば、即、専門日本語教育を行っていることになるかと

いうと、それは大いに疑問である。現実には、普通の

日本語コースに若干の経済記事を取り入れた程度でそ

のような名称を使っているものもあるようだし、内容

が普通の日本語クラスと何ら変わらなくても、ビジネ

ス関係者を対象にしているということで、そのような



名前が使われていることもある。逆に、一般 日本語ク

ラスとして開設されているものの中に、ビジネス系の

教材を取り入れているところがあるかもしれない。従

って、専門日本語の定義の問題とは別に、コース名称

だけではなかなか実状を把握しきれないのが専門日本

語教育である。加えて、専門日本語を扱うコースはコ

ースそのものの存在が不安定なことが多く
、そういう

ものの報告や調査資料も極めて乏しいことを付け加え

ておく。

次に、定義の問題であるが、例えば、科学技術の専

門文献の読解指導は専門日本語教育と呼ぶにふさわし

いものであろう。また、専門的なビジネス ・シチュエ

ーションを対象としたコミュニケーション能力の養成

なども専門日本語教育と呼ぶことに抵抗は感じない。

しかし現実には、このような明確な場合のほかに、い

わゆる 「灰色の領域」に属するケースが少なくない。

例えば、読解教材に一般人向け雑誌の科学技術関係記

事をいくつか入れれば科学技術の専門日本語教育を施

したと言えるか。また、名刺交換などいくつかの初級

ビジネス会話シチュエーションを扱えばビジネスの専

門日本語を教えたと言えるか。こういう例を見ていく

と、少なくとも教材の種類や量に定義を求めても納得

できる答えは出そうにない。答えはむしろ、目的が何

にあるかに求める方がよさそうである。そこでここで

は、大ざっぱではあるが、 「専門分野の内容を理解し

伝達することを目的とした日本語教育」と専門日本語

教育を定義して話を進めることにする。

さて、アメリカにおいて上の定義に当てはまる日本

語教育は概ねビジネス系と科学技術系に分けることが

出来るが、この他にも、国際関係 ・経済 ・法律などの

社会科学系分野でも実践例を見ることができる。以下、

これらの実践例をもとに専門日本語教育の起こりから

時代を追って眺めていく。

2.80年 代前半―萌芽期―

アメリカにおける専門日本語教育は80年 代に始ま

る。この時期はいわゆる 「ビジネス日本語」の必要性

が一般に意識されはじめた時期である。その時代背景

には、自動車 ・家電製品をはじめとする日本の工業製

品の優秀さが世界に認められ、アメリカ市場に大量に

流入しはじめたこと、日本企業のアメリカ進出 ・日米

間の企業提携などが活発化したこと、日本の高度成長

がアメリカ企業の日本進出意欲を刺激したことなどが

ある。いわゆる 「日本語ブーム」の下地が出来つつあ

った時代である。この時期、日本語に堪能なアメリカ

人ビジネスマンはまだ極めて少なく、両国間の言語 ・

文化 ・商習慣の違いがしばしばビジネス遂行上の障害

となり、こうした問題に対応できる人材養成の必要性

が急速に意識されはじめた。

大学では、それまでほとんど人文系学生のみで占め

られていた日本語クラスにビジネス系学生が参加する

ようになり、中上級レベルでは従来のコース内容がこ

れらの学生のニーズに合わなくなりはじめた。また一

部の大学(例 えば、サウスカロライナ大学)で は経営

学修士(MBA)や 経営学学士のプログラムと外国語専

攻を組み合わせた国際ビジネスプログラムが始まるが、

専門日本語コースの開講にはまだ至らない。全米的な

動きとしては、イースタンミシガン大学の主催する、

国際ビジネスのための外国語教育をテーマとする年次

学会が1982年 から始まった。ただ、ビジネス日本語に

関する報告は80年 代後半になるまで見られない。

科学技術系の専門日本語教育に関しては、1982年ウ

ィスコンシン大学で科学技術文献の読解を教える専門

日本語コースが、他校に先駆けて始められた。しかし

この時期、まだ全国的な動きは見られない。

3.80年 代後半～90年代前半―成長期 ・最盛期―

80年 代後半になると日本経済は最盛期に入り、ハイ

テクの多くの分野で日本がアメリカを凌駕するように

なった。逆に、アメリカは経済の低迷に苦しみ、産業

界に危機感が高まる。そして、日本の膨大な貿易黒字、

基礎科学への取り組み、技術情報の国際的共用などに

関する外圧が強まるが、一方、日本的経営法や技術管

理法が日本の成功の要因として注目され研究された。

こうした状況を反映 して、アメ リカでは80年 代後半、



日本語学習者の増加が続き、 「日本語ブーム」が始ま

る。学習者は人文系学生が相対的に減少し、ビジネス ・

社会科学・理工系学生の比率が高まる。そして90年 代

前半にはバブルが崩壊したにもかかわらず、一般の日

本熱はなお冷めず、非人文系学生を中心に日本語学習

者はこの時期、逆に急増した。

この時期の専門日本語教育は、まずビジネス系では

国際経営学プログラムに外国語教育を組み入れる動き

が広がった。 日本語教育の組み込み形態も、それまで

の単なる一般 日本語教育との 「抱き合わせ方式」から

進んで、いろいろの新しい試みが始まる。例えば、新

しくビジネス日本語コースを通年コースとして開講し

たり(例 、イースタンミシガン大学、ニューヨーク大

学、テキサス大学オースチン校)、 夏期集中コースと

して提供する大学(例 、サウスカロライナ大学、ペン

シルバニア大学、ジョンズ ・ホプキンズ大学)が 増加

した2),3)。また、日本の大学の専門コース履修や海外

企業実習などの試みも取り入れられはじめた(例 、ペ

ンシルバニア大学)の。専門コースの履修や企業実習

は、厳密にはここで論 じている意味での専門日本語教

育ではないが、同じ目的を達成するための効果的な手

段であることは間違いない。実際には、これらの日本

語教室外での教育手段が一般 日本語教育と組み合わさ

れて実施されている場合が多い。

ビジネス系外国語教育に関わる政府助成の動きとし

ては、1988年 教育省のCenters for International

 Business Education and Research Program(CIBER)

(国際ビジネスのための教育 ・研究センター助成プロ

グラム)が 発足 した。 このプログラムは、アメ リカの

国際ビジネス理解力 と国際市場競争力の強化を 目的 と

して設置 されたもので、 「国際ビジネスのための外国

語教育の強化」が期待 される主な活動例の一つとして

掲げられている注1。

一方
、科学技術系の専門日本語教育は、80年代後半

から90年 代前半にかけて活発な動きが展開された。ま

ず80年 代後半には科学技術日本語教育の必要性・具体

的対策を主題とした専門家会議が相次いで持たれ、教

育界 ・政府の意識改革が進んだ5),6)。ちなみに、1988

年の 日米科学技術協力協定改定時にアメ リカ側が 日本

に要求 した科学技術情報の「シンメ トリカルアクセス」

(両国が同条件でお互いの情報を入手 出来るようにす

ること)は 、この時期のアメ リカの 日本の科学技術に

対する考え方 ・姿勢を如実に反映す るものとして興味

深い。

具体的な 日本語コースの設置に関しては、1988年 に

マサチューセ ッツ工科大学(MIT)が 全米科学財 団

(NSF)他 の助成のもとに 『夏期科学技術 日本語集 中講

座』を開講、次いで1991年 にはシア トルのワシン トン

大学が、企業家 ・州政府の財政援助のもとに 『科学技

術 日本語プログラム』(大 学院修士プログラム)を 開

設 した7)商 。また1990年 にはウィスコンシン大学が

従来の 『基礎科学技術 日本語』の遠隔教育を開始 し、

これによって遠隔地の科学技術者も専門 日本語コース

を受講できるようになった9)註2。 さらに90年 代前半

には、1991年 に発足 した国防省 のTheU.S.-Japan

 Industry and Technology Management Training

 Program(JITMT)(日 米工業技術管理法研修助成プログ

ラム)の 助成のもとに、ミシガン大学など6校 が相次

いで科学技術 日本語 コースを開講 したほか、ジョージ

ア工科大学な ど一部 の大学で も独 自にこの種の専門 日

本語コースを開始 した。

90年 代前半はまた、科学技術 日本語教育に関する全

国的なセ ミナーや ワークショップも活発 に開かれ、教

授法や教材開発に関する意見や情報の交換が行われた

10),11)
。加 えて1990年 には、科学技術 日本語教育のた

めの本格的教 科書Basic Technical Japaneseが 出版 さ

れた12)。 この教科書は 日本語学習歴ゼ ロの学生にも

最初か ら科学技術 日本語の読み方を教 えられるように

書かれてお り、その方法論が注 目された。その他の新

しい試み としては、MITで この時期、 目本語教師と理

工学専門家 とのチーム ・ティーチングや コンピュータ

による読解指導の試みがな された13),14)。そ して1991

年か ら1996年 にかけては、筑波大学を中心 とした 日米

大学による、科学技術 日本語読解教育の国際共同研究

が行われた15),16)。

科学技術日本語に関する政府の動きとしては、先に



述べたように、1991年にJITMTプ ログラムが発足した。

このプログラムの目的は、アメリカの科学技術者、及

びその予備軍である理工系学生に日本の工業技術管理

手法を学ぶ機会を提供する大学 ・非営利機関プログラ

ムを助成することにあり、その指定活動には日本企

業・政府研究所での研修や日本語教育が含まれている。

現在までに12の 大学・大学連合がその助成を受けて活

動を行ってきたが、これらのうちの半数以上が科学技

術日本語コースを開設するに至った。

ビジネス系 ・科学技術系以外では、この時期、カ リ

フォルニア大学サンディエゴ校のGraduate School of

 International Relations and Pacific Studies(IR/PS)

(国際関係 ・太平洋地域学大学院)が 発足 した。 この

プログラムはその名の示す通 り、環 太平洋地域を地理

的対象に、国際関係に関わる社会科学領域を広 く学際

的に扱 う大学院プログラムで、国際経済 ・政策論 ・金

融論な どに加 えて、 日本語を含む専門外国語教育もそ

の重要な構成部分 としてカ リキュラムに組み込まれて

いる。この専門外国語教育ではいわゆる 「プロフィシ

ェンシー方式」が採用 されてお り、学生は定め られた

能力試験に合格 しなければ卒業できない仕組みになっ

ている。

3.90年 代後半―縮小期―

90年代後半は日本語教育の縮小期である。この時期、

日本は長引く不況下で企業活動が鈍 り、多くの企業が

国内 ・国外の事業を大幅に整理 ・縮小した。逆に、ア

メリカは90年 代に入って活力を取 り戻し、現在までか

つてない安定した経済成長を続けている。科学技術分

野でも一時日本に王座を譲ったハイテク分野でアメリ

カが優勢に戻り、かつての焦燥感 ・危機感は見られな

い。この変化にともなって、90年代半ばから日本語熱

は急速に冷め、日本語学習者が全国的に減少(地 方に

よっては激減)し た。

他方、日本の不況 とは別に、先進国を中心に経済の

国際化がこの時期急速に進み、国際コミュニケーショ

ン能力を持つ職業人がますます求められるようになっ

て来た。(日 本の不況にもかかわらず 日本語学習者の

減少が現在のレベルに止まっているのは、このことに

もよるものと思われる。)大 学ではこうした時代の要

請に応えるプログラム作り・カリキュラム改造が求め

られている。

日本語学習者の減少は専門日本語教育においても

同様で、さらに、先に述べた国防省のJITMTプ ログラ

ムが1999年 秋をもって廃止が決まったことも重なり、

この時期、MITの 『夏期科学技術日本語講座』を含む

多くの専門日本語コースの閉講が相次いだ。しかし、

ウィスコンシン大学ではこうした時期であるにもかか

わらず、科学技術日本語の修士プログラムが新設され

た。現在も活発に活動を続けている科学技術系プログ

ラムは、ワシントン大学、ウィスコンシン大学、ジョ

ージア工科大学など数少ない。ビジネス系ではイース

タンミシガン大学、ペンシルバニア大学、ジョンズ ・

ホプキンズ大学、ブリガム ・ヤング大学などが現在も

専門日本語教育を行っている。

教授法に関しては、この時期、専門教育へのコンピ

ュータ利用が進んだ。例 えばウィスコンシン大学では、

科学技術 日本語の基礎 コースに加えて、中級 ・上級 コ

ースも遠隔教育に載せた。またワシン トン大学では、

ビジネスシチュエーションの会話訓練に独 自開発のマ

ルチメディア ・ソフ トを利用 しは じめた他、オンライ

ン辞書やインターネ ット教材の利用なども進んだ17)。

4.21世 紀への展望

それでは、21世紀のアメリカにおける専門日本語教

育はどのような方向に向かうであろうか。今まで見て

きたように、アメリカでの専門日本語教育は日本経済

と密接に関係 している。日本経済が強くなればその必

要性が高まり、教育界が動き出し、政府も助成を始め

て教育活動が更に広がるが、衰退すればその逆をたど

る。従って、21世紀のアメリカにおける専門日本語教

育の進展は、一にも二にも日本経済の回復いかんにか

かっていると言える。

これとは別に世界的傾向として、経済は急速に国際

化しており、21世紀にはビジネス ・科学技術をはじめ、



多くの分野でますます国際コミュニケーション技能が

求められると予想される。そして、日本語もその重要

な対象言語の一つであり続けることはまず間違いない。

事実、大学レベルではここ数年、ビジネス教育に続い

て理工学教育に国際化の動きが顕著に見られる(例 え

ば、工学系の海外企業研修の普及、国際共同コースの

試みなど)。これは21世 紀に専門日本語教育が発展す

るための好材料と言える。

では、このような世界の変化 ・社会の要求に大学は

どのように対応 していくであろうか。筆者の予測では、

ここしばらく日本経済に大きな転換がない限り、専門

日本語コースの新規開講はそれほど進まないであろう。

それよりも、既成の一般 日本語コースに専門日本語的

要素を取り入れるような妥協策や、他の教育手段の利

用(例 えば、日本の大学の専門日本語コース、企業研

修など)の ような、コス トパフォーマンス的に安全な

オプションを選ぶ大学が多くなるのではないかと思わ

れる。ただ、科学技術日本語に関して筆者の経験から

言えば、海外企業研修と一般 日本語コースとを組み合

わせるような方法は、必要技能の達成度が低いように

思われる。

専門日本語教育の教授法に関する問題はアメリカで

も多く議論されてきて、いろいろの解決案も出されて

いる18)。 アメリカでの今後の一つの重要課題はコス

トパフォーマンスの向上であろう。専門外国語教育の

効果的目的達成のためには、つきつめれば個別教育の

方向に向かわざるを得ないが、これはコス トパフォー

マンスの低下につながり実現性が低い。そして、コス

トパフォーマンスを上げようとすれば、目的達成が犠

牲になる。21世紀の課題は、このジレンマをどう解決

し、限られた資源で高い目的を達成するかである。先

述のようなテクノロジーの利用は一つの鍵になると思

われる。

21世 紀におけるアメリカでの専門日本語教育のも

う一つの課題は、少数の専門日本語プログラムをいか

に全国に拡散 した需要につなげるかである。専門日本

語教育を求める学習者が減ったとは言え、全体として

見れば、需要は相当な数にのぼると思われる。問題は、

特定のプログラムに参加できる地理的条件が満たされ

ない学生が全国に散らばっていることである。上記の

問題が解決されれば、専門日本語プログラムのない地

域の学習者が救われると同時に、既存プログラムの存

続保証にもなる。遠隔教育や教育資源共用の実践成果

が待たれる。

5.お わりに

専門日本語教育は日本と諸外国とでは事情が異なる

とは言え、それぞれの立場においてこれから重要視さ

れるべき分野である。現在、方法論的にはまだ試行錯

誤の部分が多いが、これからの進展を大いに期待した

い。

「はじめに」で述べたように、専門日本語教育はそ

の現状の把握が容易でない。本稿は、執筆時点で入手

可能な情報を出来る限り集めた上で書き起こしたつも

りであるが、それでも中に重要なプログラムの記述漏

れや不正確な記述がある可能性がある。そのような場

合は是非ご指摘いただければ幸いである。

注

1.1999年10,月 現在、このプログラムの助成のもと

にセンターを運営してい るいる大学は28校 に上

り、毎年、国際 ビジネス と経済のための外国語教

育をテーマにイースタンミシガン大学 と共催 の学

会が持たれ予稿集 も出ている。 ビジネス 日本語に

関す る報告も少数なが らされている。CIBERに 関

す る情報はCIBER Web

〈http://ciber.centers.purdue.edu/〉 を参照さ

れたい。

2.こ のコースは、さらに翌1991年 に、アメリカの放

送大学National Technological University(NTU)

を通 して通信衛星で提供 され、科学技術 日本語の

遠隔教育が本格化 した。
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